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１ 地区防災計画とは 

（１）地区防災計画の目的と位置づけ 

私たちの住む地域は、建物が密集し、古い建物や木造の建物が多く、震災時の倒壊

や火災の延焼の危険性が高い地区です。また、震災時に利用できる道路が狭く、身近

な広場や公園が不足するなど、東京都の地域危険度などの調査でも地震被害における

危険度が高い地域です。 

また、東日本大震災や熊本地震などの近年の災害においては、地域住民自らによる

「自助」、地域コミュニティによる「共助」が、避難行動、避難誘導、避難所運営等

において重要な役割を果たしています。 

そこで、本木北町みのり町会では、自助・共助による地域防災力を向上させ、地区

の被害を軽減することを目的に、「本木北町みのり町会地区防災計画」を策定しまし

た。 

 

 

 

 

（２）地区防災計画の対象、範囲等 

対象とする災害 地震・水害 

（平成 30 年度は地震を中心に検討） 

対象とする範囲 本木北町みのり町会 

（第一次避難所、避難場所へ避難経路も対象） 

対象者 本木北町みのり町会の居住者、事業者など町会

内にいるすべての人 

対象時期 地震発生時～初動活動～避難行動 

 

 

  

地区防災計画は、災害が起きることを想定し、そのための準備と災害時の自発的

な行動を検討し、私たち地区に居住する者が自らつくる計画です。 
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（３）地区防災計画の構成 

本計画では、第 3 章、第４章で地域住民自らによる「自助」、すなわち、地震や水

害が発生した場合にどこに、どのように避難するかを整理し、さらに当町会の地区防

災マップを作成しました。第５章では町会及び地区住民等において進めるべき「共助」

の考え方、平常時において準備しておく事項等を記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）本計画では、地震については、発生直後から、避難するまでの考え方や手順を整理し、避難所

を設置したのちの避難所運営は、他の計画（避難所マニュアル等）に従うこととします。 

 

図 2.1 本計画の構成 

  

本計画の範囲 

自助 

共助 

３ 地震発生時の対応シナリオ 

５ 町会における平時の備え 避難所運営 

１ 地区防災計画とは 

２ 地区特性 

４ 水害時の対応シナリオ 



3 

（４）実践と検証 

計画を形骸化させないための取り組みを以下のように行います。 

実践と検証の流れ 

 

 

 

 

 

 

実践 

計画に基づいた防災訓練を行います。 

■防災訓練 

避難時の訓練 応急訓練 避難後の訓練 

○避難訓練 

○避難所・避難路・避難場所等の

確認 

○避難経路上の危険箇所の確認 

○要配慮者の把握 

○初期消火訓練 

○救急応急措置訓練 

（心肺蘇生法・AED 講習等） 

○防災資機材取扱訓練 

○避難所開設訓練 

○避難所運営訓練 

（給食・給水、情報の収集・

共有・伝達、物資配給対応

等） 

※訓練は、区や消防団、各種団体や地元企業等と連携したものにすると、より実効性が高まると考

えています。 

 

検証 

防災訓練の結果について、区職員等を交えて検証を行い、課題を把握して活動を改

善します。 

 

 

 

 

 

 

実践と検証を通じて、計画の実効性を確保します。 

必要に応じて、計画の見直し、追加等を行います。 
 

見直した場合は、町会を通じて区に報告するとともに、 
説明会やチラシ等により地区住民等の皆さんに報告します。 

    計画作成 改善 検証 訓練実施 

訓練、検証で改善点を発見 

計画見
直し 

○活動の対象範囲や活動体制 

（役割分担）を変える必要はな

いか 

○地区における重要なことに変

化はないか 

 

○長期的な活動予定に変更はないか 

○実際の活動が実体のあるものにな

っているか 

○防災訓練、備蓄等の事前対策、教

育・研修等が十分に行われているか 
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２ 地区特性 

（１）地区の成り立ちと現況 

① 地形 

荒川と隅田川の過去幾度かの氾濫によってつくられた盛土地・埋立地（荒川氾濫低地）が分布

し、所々にまわりよりもわずかに高い自然堤防が形成されています。 

盛土地・埋立地は、軟弱な粘土やシルト※が厚く分布しているため、地震時には揺れやすいとさ

れています。 

※シルト：砂より小さく、粘土より粗い破屑物（岩石が壊れてできた破片・粒子）をシルトと言います。 

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

盛土地・埋立地 
（低地に土を盛って造

成した平坦地や、水部

を埋めた平坦地） 

自然堤防 
（洪水時に運ばれた砂

等が、流路沿いに堆積

してできた微高地） 

高水敷・低水敷 
（増水時に水没する河川敷） 

出典：国土地理院「数値地図 25000（土地条

件）」 

■土地条件図 
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② 人口・世帯数 

人口・世帯数は、本木北町が人口 1,499人、646 世帯となっています。（住民基本台帳、平成

30 年 1月 1 日現在） 

また、人口及び世帯数の推移を最近５年間で見るとほぼ横ばいで推移しています。 

＜人口＞  

 

 

 

 

 

 

 

＜世帯数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 高齢化（65 歳以上の人口）の状況 

高齢化率（平成 27年）は 23.6％であり、高齢夫婦世帯の割合は 9.4％、高齢単身世帯の割合

は 10.7％であり、区全体よりは低い状況にあります。 

＜高齢化率＞                 ＜高齢者世帯の状況＞ 
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出典：住民基本台帳 

 

 

出典：平成 27年国勢調査 
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④ 用途地域都市基盤 

準工業地域、近隣商業地域が指定されています。 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 用途別建物現況 

建物用途は、独立住宅が多くなっています。 

オレンジ色の教育文化施設は本木小学校であり、灰色の斜線区域は道路建設用地になります。 

＜凡例＞ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

出典：「用途地域等指定図」 

 

出典：「平成 23年土地利用現況調査」 
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⑥ 構造別建物現況 

地区内は、防火造、耐火造、準耐火造がほとんどになっています。 

 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 階数別建物現況 

建物は 3 階以下が大部分を占めています。 

 

＜凡例＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

注）図中の数字は、４階

以上の建物の階数を示

します。 

 

出典：「平成 23年土地利用現況調査」 

 

出典：「平成 23年土地利用現況調査」 
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⑧ 都市計画道路の整備状況 

主な道路としては、江北橋通りの整備は進んでいます。 

 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 細街路の状況 

地区内は、細街路が多くなっています。 

 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市計画道路整備状況

整備済

事業中

計 画

出典：「足立区都市計画マスター

プラン」（平成 29年 10

月） 

下地図は、国土地理院の

電子地形図（標準地図）

を使用 

 

 

 

出典：「細街路路線図」 

113 補助 
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（２）地震の被害想定 

① 首都直下地震の被害想定の概要 

南関東地域における首都直下地震（マグニチュード 7.3 規模）の発生確率は、今後 30年以

内に 70％といわれています。 

 

■首都直下地震における足立区の被害想定（東京湾北部地震／Ｍ7.3、冬の 18 時、風速 8ｍ/秒） 

被害区分 被害の規模 参考 

死者 712 人 区の夜間人口の 0.10％ 

負傷者 9,033 人 〃       1.3％ 

建物全壊 10,082 棟 区の全建物棟数の 7.0％ 

建物焼失 16,124 棟 〃       11.2％ 

避難者 280,862 人 区の夜間人口の 41.1％ 

帰宅困難者 107,115 人 区の昼間人口の 19.9％ 

出典：東京都「首都直下地震等による東京の被害想定」（平成 24年 4月 18日公表） 

■東京湾北部地震の地震動分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

震度 6 強の揺れが

想定されています。 
足立区 

足立区興本地区 

出典：気象庁ＨＰ 
    「震度の階級」 

出典：東京都「首都直下地震等による

東京の被害想定」（平成 24年 4

月 18日公表） 
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■建物全壊棟数 

一部、25-50棟の分布が

見られます。 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■建物焼失棟数 

最も多い 100- 棟の分布

もあります。 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■液状化危険度 

危険度が高い表示もみられ

ます。 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 

出典：首都直下地震等による東京の

被害想定（平成 24年 4月 18

日公表） 

全壊棟数 

棟 

焼失棟数 

棟 

足立区興本地区 

足立区 

足立区興本地区 

足立区 

足立区興本地区 

 

出典：首都直下地震等による東京の

被害想定（平成 24年 4月 18

日公表） 

足立区 

 

出典：首都直下地震等による東京の

被害想定（平成 24年 4月 18

日公表） 
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② 地域危険度※ 

東京都「地震に関する地域危険度測定調査（第 8 回）」によると、本木北町は建物倒壊危険度、

火災危険度、災害時活動困難度を考慮した総合危険度について危険度が５となっています。（都内

5,177 町丁目の中で総合危険度が 28位となっています。） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 地域危険度は、都内の町丁目の地震に対する危険性を比較するため、特定の地震を想定するのでは

なく、全ての町丁目直下の地盤で同じ強さの揺れが生じた場合の危険性を測定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本木北町 

出典：東京都「地震に関する地域危険度測定調査（第 8回）」（平成 30年 2月） 

＜凡例＞ 

危険度ランク 
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（３）水害の被害想定 

当町会において、河川氾濫による水害が想定される河川として、荒川、利根川、新芝川があ

ります。 

 

① 荒川が氾濫した場合 

■最大浸水深 

 

 

 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■浸水継続時間 

 

 

 

 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第七地区 

0.5～5.0ｍ未満の浸水

区域と予想されています。 

出典：国土交通省荒川下流河川事

務所資料 

足立区 
興本地区 

１日～３日未満の浸水が

継続すると予想されていま

す。 

出典：国土交通省荒川下流河川事

務所資料 

足立区 
興本地区 

km 

km 
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② 利根川が氾濫した場合 

■最大浸水深 

 

 

 

＜凡例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■浸水継続時間 

 

 

 

＜凡例＞ 

 

  

足立区 
興本地区 

足立区 
興本地区 

0.0～5.0ｍ未満の浸水

区域と予想されています。 

出典：国土交通省利根川上流河川

事務所資料 

１週間継続すると予想

されています。 

出典：国土交通省利根川上流河川

事務所資料 
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③ 新芝川が氾濫した場合 

■最大浸水深 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

足立区 
興本地区 

1 

1.0～5.0ｍ未満の浸水区域と予想されています。 

出典：東京都建設局資料 

芝川・新芝川浸水想定区域図 
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３ 地震発生時の対応シナリオ 

（１）地震発生時の対応シナリオ 

地震発生から、まず自分の身を守り、その後一時集合場所へ避難、さらに避難場所

で避難するなどの対応シナリオ、行動の目安を次頁に整理しています。 

 

（２）地区防災マップ 

防災に関する地域の資源、要注意箇所等を「地区防災マップ」として P18、19 に

整理しています。 
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３． 

３.１ 

 

３.２ 



17 
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※地図は、東京都縮尺 1/2,500地形図（平成 27年度版）（MMT利許第 27173号）を使用したものである。 

(C)ミッドマップ東京 
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（３）地区の課題と対応策 

本計画の作成にあたっては、町会内での議論を行った結果、次のような地区の課題

や意見が出され、その対応策を本計画に盛り込むこととしました。 

 

■地区の課題と対応策 

課題（意見含む） 方向性 

・一時集合場所に集まるということはあまり意

識していないと思う。 

 

・一時集合場所に行けば、何らかの情報が

得られ、助け合えるという意識を広め

る。 

・役員が参集することも特に決めていない。 ・役員がまずは一時集合場所に集まれる

だけでも集まって、連絡を取り合うよう

なルールを作る。 

・役員が集まって、対策本部のようなもの

を立ち上げる方向で検討する。 

・「田中稲荷神社」が一時集合場所であるとい

うことがあまり周知できていない。 

・場所が狭く、神社の建物が老朽化している。 

・「田中稲荷神社」が一時集合場所である

ことを防災資源マップに記載するとと

もに、避難の方法などを理解するため、

手順、考え方などを計画に盛り込む。 

・安否確認の方法を今後検討する。 
・各班、各組ごとに、安否確認をすることがい

いと思う。 

・安否確認に、シールや旗のようなものを利用

することも考えられる。 

・西新井消防署本木出張所が近くにあるので、

消防署の指導を仰いだり、連携すると安心で

きる。 

・西新井消防署本木出張所や消防団との

連携を強めることを検討する。 

・火災が起こった時は、荒川に逃げる意識はあ

ると思う。 

・荒川北岸・河川敷緑地一帯が避難場所で

あるということを、防災資源マップに記

載するとともに、避難の手順、考え方な

どを計画に盛り込む。 

・当町会は木造住宅が密集して危険な箇所が多

く、みんなでわかっておくことが必要。 

・住民一人ひとりが避難の場所、避難の方

法などを理解するため、手順、考え方な

どを計画に盛り込む。 

 
・町会の加入率は高い方であるが、町会全体と

しての高齢者、障害者の実態がわかりにくい。 

・まち歩きをしてみると、いつも歩いている道

でも全然見ていなかったと感じた。 

・消火器の位置など、実際に利用する可能性が

高い家の近くや班などの小さい単位で把握し

ておくことが重要である。 

・町会の防災訓練で、班単位のまち歩きな

どを検討する。 

・避難所運営会議の訓練では、一部の人が実施

し、見ているだけの人もいる。参加者が多い

ので全員が体験できない場合がある。 

・避難所運営会議の訓練だけでなく町会

の防災訓練も検討する。 

・都道補助 136 号が整備されると、ちょうど

町会の真ん中に広い道路ができるので、そこ

に集合することも考えられる。 

・現状でも道路が整備されていないが、空

き地になっているので、一時集合場所と

して適切かどうか検討する。 
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４ 水害時の対応シナリオ 

（１）水害が予想される場合の防災行動の概要 

平常時の備えから、台風等が発生した際の情報収集から避難までの行動の目安を次

頁に整理しています。 

 

（２）水害が予想される場合の対応シナリオ 

水害が予想される台風等が発生してから洪水に至るまでに発令される避難情報を

P24、25 に整理しています。 
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※避難所での過ごし方
1 2

3 4

避難所では、係員の指示に従ってください 避難所では食事、飲料水、寝具等が用
意されます

　洪水の状況に関する情報が、区の防災無線
等により伝達されますので、落ち着いて情報
を待ってください。また、ラジオ、テレビか
ら情報の収集に努めてください

避難所を長時間離れる場合や、退所す
る場合は、必ず係員に伝えるようにし
てください

※水害時の避難行動は、現在、区において検討を行っていま

す。今後、新たなハザードマップを配布予定であり、その

中で水害時の避難行動について見直した内容を示します。 
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水害が予想される場合の対応シナリオ 
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５ 町会における平時の備え 

（１）事前対策リスト 

災害時の備えを事前にチェックできるよう、自助と共助に分けて事前対策をチェッ

クリストにしました。 

■事前対策リスト（自助） 

＜被害を抑えるために事前にしておくこと（家の中）＞ 

家
具
の
固
定
・
配
置
な
ど 

□ 家具が転倒しないように固定する 

□ 寝室には家具を置かないか、寝床に向かって転倒しないようにする 

□ 家具の扉が揺れで開かないようにする（耐震ラッチなど） 

□ 家具のガラス扉などは飛散防止フィルムを貼る 

□ 玄関などの出入りロまでは物を置かずに避難できるようにする 

□ ベランダの避難用の隔壁、避難ハッチ周りに物を置かない 

□ フロの汲み置き（災害時、生活用水として利用） 

情
報 

共
有 

□ 消火器の設置場所と使い方の熟知 

□ 災害伝言用ダイヤルなど家族の連絡方法の確認 

＜備蓄＞ 
必
ず
備
蓄
す

る
も
の 

□ 飲料水（1 人 1日 3 リットルを最低 3

日分、7 日分を推奨） 
□ 簡易トイレ（便袋） 

□ 食糧（レトルト、缶詰、インスタント食品、栄養補助食品、チョコレート等の

菓子、最低 3 日分、7日分を推奨） 

避
難
・
救
護
に
役

立
つ
も
の 

□ 雨具 □ ヘルメット、防災頭巾 

□ 応急医薬品（絆創膏、消毒薬、傷薬、包

帯、胃腸薬、鎮痛剤、解熱剤、目薬等） 

□ ホイッスル（閉じ込め時に音を発

するため） 

□ 懐中電灯、ランタン、マッチ、ライター □ 防災マップ 

□ 工具類 □ マスク 

避
難
生
活
で
役
立
つ
も
の 

□ リュック（物資の持ち運び用） □ ドライシャンプー 

□ ラジオ □ 除菌シート 

□ 水用携行タンク（水の配給時に必要） □ 携帯用充電器（ソーラー又は手動） 

□ ラップ（食器にかぶせて使用） □ ビニールシート（敷物、雨よけ） 

□ 紙皿、紙コップ、割り箸 □ 使い捨てカイロ 

□ ガムテープ □ 電池 

□ トイレットぺーパー、ティッシュ □ 虫よけ用品 

□ ガスカセットコンロ、ガスボンベ □ 新聞紙（防寒、燃料） 

＜避難など自宅を離れる時に持ち出した方がよい貴重品＞ 

非
常
用 

持
出 

□ 現金、クレジットカード □ 預金通帳、キャッシュカード 

□ 携帯電話 □ 免許証、健康保険証、お薬手帳 

□ マイナンバーカード、年金手帳  

 
 
  

避難所では、支給できる物資は限りがあります。特に、乳幼児や障がい者、持病
やアレルギーをお持ちの方、ペットを飼われている方など、それぞれに合った備蓄・
準備が必要になります。 
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■事前対策リスト（共助） 

地域の共通課題である「避難対策」に絞って、基本的な事項をチェックリストにしました。 

避難対策に必要な項目 チェックリスト 備考 

一時集合場所へ向かう
途中の初期消火 

□ 町内で消火器やバケツの備え
はあるか 

□ 備えた場所がわかるか 

・出火したばかりの火災があっ
たとき 

・隣近所で消火器での消火、バ
ケツリレー 

一時集合場所へ集合 □ 一時集合場所とそこに集まる
エリアを決めておく 

□ 一時集合場所が使えない場合
の代替場所はどこか 

・一時集合場所ごとに班を形成
するなど、身近な避難体制を
つくっておく 

集合人員の確認 □ 一時集合場所ごとに集合者の
リスト（可能な範囲で）等を
作成しておく 

・集合人員をリストで確認 

避難場所と避難所 □ 避難場所を確認しておく 
□ 避難所を確認しておく 

・火災延焼時には避難場所に避
難 

・家が無事ならば在宅避難 
・家が被害の場合は避難所へ 

避難経路 □ 避難場所と避難所に行く経路
を決めておく 

・経路は通れなくなった場合を
考慮して複数設定 

避難に向けた情報収集 □ 避難経路や避難先を決めるた
めに必要な情報の収集方法を
決めておく 

・一目で町内の被害状況を把握
できるマンションに登るなど 

 □ テレビ（ワンセグ）や携帯ラ
ジオなどで災害情報が得られ
ますか 

 

避難先と避難経路を選
択して避難開始 

□ 避難先までの経路を歩いて危
険箇所をチェックしておく 

・班長など、先導者が誘導 

声をかけながら避難 □ 声掛けに便利なものを用意し
ておく 

□ 担当者を決めて持ち出せるよ
うにしておく 

・拡声器、メガホン、要配慮者
の名簿やマップなど 

要配慮者への手助け・
支援の要請 

□ 要配慮者の手助け方法や支援
要請先を調べておく 

・警察、消防団などへ連絡 
・民生・児童委員との連携 

救出・救助の支援 □ 防災倉庫等に、救出搬送資機
材（バール、ジャッキ、のこ
ぎり、担架、車いす、リヤカ
ーなど）が調達できているか 

・支援は可能な範囲で 

避難先で町会単位で安
否の確認 

□ 避難先では、町会単位で集合
し、安否確認することを決め
ておく 

・避難先で班長が集まって町会
全体の安否を確認 

・避難していない在宅避難者も
できるだけ把握 

行方不明者の救助・救
援の要請 

□ 救助・救援の要請先を調べて
おく 

・区、消防団、警察などへ連絡 

応急対応一段落後※、町会
の災害対策本部を設置 

□ 災害対策本部の組織と役割分
担を決めておく 

・救命救助、緊急避難等の応急
対応が優先 

避難所の運営 □ 避難所運営体制を決めておく ・町会を超える場合もあり 

帰宅困難者への対応 □ 帰宅困難者の一時滞在施設を
把握しておく 

・帰宅困難者には一時滞在施設
の開設場所を伝える 

※ 町会の災害対策本部の設置は応急対応一段落後を想定しましたが、災害の状況に応じて臨機応

変に対処してください。 
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（２）体制づくり 

① 防災について話し合う機会づくり 

・地区防災計画で検討した事項を具体化するとともに、町会の防災への取組み方や実

施状況を振り返る機会として、町会の役員会において、防災について話し合う。 

 

【今後の取組み】 

・町会の年間スケジュールで、防災について話し合う機会を明記 

・町会での話し合いを進める上では、防災に関する情報（行政の防災関連制度含む）

も重要なことから、必要に応じ、区に出前講座等の職員の派遣を要請 

 

 

② 町会役員による初動時の検討 

・③以降で示す一時集合場所の検討や、初動時の町会としての活動方法、町会等のイ

ベントと絡めた防災に関する普及啓発活動などについて、町会役員が率先する役割

を果たす。 

 

【今後の取組み】 

・一時集合場所に集まった後に、町会としてどのような活動を行うべきか、連絡体

制、安否確認などについて、町会役員が率先して検討を始める。 

 

 

③ 初動体制及び活動 

一時集合場所・役割を周知し、班ごとに初動活動を行えるように体制を整備してい

くことを検討していく。 

 

 ・初動活動：被害状況、安否情報の把握（参集者で情報交換） 

       火災発生時の初期消火活動 

       家屋倒壊等発生時の救出活動 
  

【今後の取組み】 

・現在、「田中稲荷神社」が一時集合場所であるが、今後、道幅が広い道路が整備

されることも含め、一時集合場所や避難経路などを検討していく。 
・防災マップを掲示板に貼るなど一時集合場所の周知を検討する。 
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④ 延焼火災発生時の避難 

・避難場所は、荒川北岸・河川敷緑地一帯への避難となっている。状況に応じてそれ

ぞれ安全に避難できる方に避難する。 
 
【今後の取組み】 

・荒川北岸・河川敷緑地一帯が避難場所であることを町会員に周知する方法を検討

する。 

 

⑤ 町会のイベントと連携した防災意識の啓発 

 ・イベントと併せて防災を学ぶ機会や防災サポーターの募集を企画・検討 
 

■町会での防災訓練 

 ・町会の人に集まってもらって、簡単にできる訓練（消火器の位置の把握など）から

始める。 

 ・避難所運営会議の訓練ではできない訓練やより内容を絞った訓練などを検討する。 

 

■町会の掲示板に防災マップを掲示 

 ・避難場所や資器材の場所が分かるマップを掲示板に貼り、周知することを検討す

る。 

 

■町会イベントと合わせて防災啓発を実施 

 ・地震体験車の派遣（区へ依頼することができる） 

 ・防災ＤＶＤ（アニメなど）の放映 

（区へ DVD の貸し出しを依頼することができる） 

 ・防災ワークショップ 

（クイズ、災害時に役立つ「紙食器作り」、 

「子ども防災博士」の認定証、スタンプラリーなど） 

 

⑥ 資機材・備蓄品等の備え 

・今ある資機材の活用を検討する。 

・区の補助金などを活用して、計画的な資機材・備蓄品の整備・購入等を検討 

【現在の資機材の状況】 

資器材など 配置場所 

可搬消防ポンプ（Ｄ級） 田中稲荷神社 

スタンドパイプ 
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⑦ 防災訓練の実施 

・年度当初に町会活動の年間スケジュールを作成する際に、防災訓練を計画し、町会

員に周知 

・年中行事となっているイベントの企画・準備の会合を行う際は、防災について学ぶ

機会や防災サポーターの募集活動などを組み込むことを検討 

・消火など防災技術の向上を図るため、消防署と連携した訓練等の実施を検討 
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※ 様式・資料編 
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資料1 様式集 

参考様式１ 緊急時連絡先一覧表 

区分 連絡先 連絡先担当部署 TEL 

緊急連絡先 区役所    

 消防署   

 警察署   

 電気   

 ガス   

 上水道   

 下水道   

 電話局   

避難関係 第一次避難所 

（本木小学校） 
  

    

    

 病院   
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参考様式２ 備蓄品リスト 

区分 品名 規格 数量 保管場所 点検日 

食糧      

      

      

      

      

      

      

      

      

日用品      

      

      

      

      

      

消火用具      

      

      

      

      

      

      

救出救助

用資機材 
     

      

      

      

      

      

      

      

      

その他      
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参考様式 3 町会年間スケジュール 

・年間スケジュールは任意様式とする。 

・従来、町会で運用してきた年間スケジュールに、防災関係の予定（防災訓練等）を 

盛り込むものとする。 

 

年間スケジュール（   年度）（例） 

年 月 町会スケジュール 防災関係スケジュール 

年 4 月 春の交通安全運動  

 5 月 総会  

 6 月   

 7 月 ラジオ体操 

納涼盆踊り大会 

 

 8 月   

 9 月 秋の例大祭、敬老のお祝い 

秋の交通安全運動 

 

 10 月   

 11 月 七五三お祝い 

 

避難訓練（避難所運営、近隣 4 町会） 

 12 月 歳末夜警  

 年 1 月 新年会  

 2 月 初午祭り  

 3 月 荒川ウォーク  
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参考様式 4 防災区民組織名簿 

防災区民組織役員名簿 

役  職 氏  名 住  所 電  話 

本部長（会長）    

副本部長    

  （副会長）    

総務部 部長    

 副部長    

情報部 部長    

 副部長    

防火部 部長    

 副部長    

救護部 部長    

 副部長    

避 難 部長    

誘導部 副部長    

給食部 部長    

 副部長    
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資料2 スマートフォン用防災アプリ「足立区防災ナビ」 

あだち防災マップやハザードマップの表示、避難所等へのナビ、足立区公式ホームページの

新着情報（RSS)や足立区公式 Twitter の表示、懐中電灯や笛等、通常は個別に起動する必要の

ある機能を「足立区防災ナビ」一つで実現。また施設一覧からも地図の表示やナビ、電話が可

能です。足立区内の救急指定病院やコンビニエンスストア、ガソリンスタンド等の検索もで

き、災害時だけではなく普段からご使用いただけます。 

【メニュー画面】 

1. 足立区防災マップ  

2. 足立区防災ガイド  

3. 足立区ハザードマップ 

4. 防災・防犯懐中電灯  

5. ライブカメラ・河川水位  

6. 足立区施設リスト（区の施設、救急病院、コ

ンビニ、ガソリンスタンド、飲食チェーンな

ど）  

7. 足立区公式 Twitter  

8. A メール紹介・登録  

9. 足立区 RSS  

10. 防災・防犯ふえ  

11. 防災関連リンク集（気象・電気・ガス・水

道・電話・鉄道等）  
 

 

資料3 A-メール（足立区メール配信サービス） 

区政情報や子どもの安心情報など、足立区についての様々な情報を、あらかじめ登録された携帯

電話やパソコンのメールアドレス宛にお送りします。 

足立区ホームページや下記のメールアドレスに空メール（本文に何も書かずに送るメール）を送

信し、送られてきたメールに表示された URLにアクセスし、登録することができます。 

adachi@sg-m.jp 

 

・「災害情報・気象警報」「大雨・洪水注意報」「雷注意報」で配信される警報・注意報は、気象庁

の発表と連動させ、自動的に配信をしています。 

 

  

mailto:adachi@sg-m.jp
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資料4 あだち安心電話 

河川の水位状況や避難所開設情報等を確実にお届けするため、電話を活用した情報伝達システム

「あだち安心電話」を導入し、希望するすべての区民の方（事業者を含む）の登録受付を開始しま

した。いざという時の準備として、ぜひご登録ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下記の方法で申込むことができます。 

①ホームページ「配信登録申込みフォーム」でご登録  

②各区民事務所（中央本町区民事務所を除く）に直接「登録申込書」をご提出ください  

③「登録申込書」を報道広報課にご郵送ください  

【申込書郵送先】 

足立区報道広報課 あだち安心電話担当 

〒120-8510 足立区中央本町 1-17-1 

TEL：03-3880-5514 
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資料5 感震ブレーカーの設置助成 

足立区では、災害時に避難所等へ避難している間、電気が復旧した際に発生する「通電火災」対

策に有効な手段として、設定値以上の震度の地震発生時に自動的に電気の供給を遮断する「感震ブ

レーカー」を設置した場合に費用の一部を助成する制度を設けています。 

感震ブレーカーは、震度 5 強相当の地震をセンサーが感知したとき、警報を発し、約 3 分後に

ブレーカーを落として、電力供給を遮断する器具です。 

 

設置助成をうける要件は次のとおりです。 

①特定地域（建物倒壊危険度ランク図において、特に緊急的な安全対策が望まれる地域）である

こと。  

②昭和 56 年 5 月以前（旧耐震基準）に建築された木造住宅ですか。旧耐震基準で建築された、

地上階数が 2 以下の木造住宅（戸建や共同住宅）が対象です。 

 

詳しくは、足立区ホームページ（感震ブレーカーの設置助成）をご覧いただくか、または下記の

担当窓口にお問い合わせください。 

【問い合わせ窓口】 

足立区建築安全課 建築防災係 感震ブレーカー担当 

（足立区役所本庁舎中央館 4 階 8 番窓口） 

TEL 03-3880-5317（直通） 
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Memo 




